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２ 法第20条第２号の要件への適合性
起業者である九州電力株式会社は、電気事
業法第３条第１項の許可を受けた一般電気事
業者である。また、電気事業法第18条により
起業者は電気の供給義務を課されており、本
件事業は、福岡県柳川市及びその周辺地域（以
下「当該地域」という。）へ供給信頼度向上を
図る目的で昭和59年３月に増強工事を完了し
た送電線路を保全する事業である。さらに、
本件事業に要する資金を自己資金により調達
していることから、九州電力株式会社は、本
件事業を施行する充分な意思と能力を有する
と認められる。

したがって、本件事業は、法第20条第２号
の要件を充足すると判断される。
３ 法第20条第３号の要件への適合性
\ 得られる公共の利益

特別高圧送電線66kV木佐木柳川線（以
下「木佐木柳川線」という。）は、福岡県三
潴郡大木町大字侍島地内の木佐木変電所か
ら福岡県柳川市横山町地内の柳川変電所を
結ぶ送電線路である。木佐木柳川線は、年々
増加する電力需要に伴い、同線路に常時潮
流超過が生じること、及び三池変電所（福
岡県大牟田市大字橘地内）から大和変電所
（福岡県柳川市大和町栄地内）へ電力を供
給している特別高圧送電線66kV三池大和
線の事故時に供給支障が生じる対策とし
て、昭和59年３月に増強工事を完了し現在
に至っており、当該地域への電力供給のた
め欠くことのできない重要な役割を果たし
ている。仮に木佐木柳川線が機能しなくな
れば、既設の三池変電所から66kV三池大
和線、66kV大和分岐線、66kV西鉄柳川分
岐線を経由して柳川変電所へ電力を供給す
る方法しかないが、66kV三池大和線には
送電線容量66MWを超過した潮流72MW

が流れ、また66kV大和分岐線には送電線
容量32MWを超過した潮流45MWが流れ
ることとなるため、この方法では供給は不
可能であり、柳川変電所から当該地域への
供給支障が発生する。
したがって、本件事業の施行により得ら
れる公共の利益は相当程度存すると認めら
れる。

] 失われる利益
本件事業は、土地の改変等、工事の実施
を伴うものではなく、周辺環境及び埋蔵文
化財に与える影響はないものとしている。
したがって、本件事業の施行により失わ
れる利益はないと認められる。

^ 事業計画の合理性
本件事業計画は、電気設備に関する技術
基準を定める省令（平成９年通商産業省令
第52号）等に定める規格に適合していると
認められる。

〇 関 東 地 方 整 備 局 告 示 第 三 百 二 十 八 号

次 の よ う に 道 路 の 供 用 を 開 始 す る の で 、 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 十 八 条 第 二 項 の

規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 平 成 二 十 四 年 九 月 十 三 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

平 成 二 十 四 年 九 月 十 三 日 関 東 地 方 整 備 局 長 森 北 佳 昭

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 図 面 縦 覧 場 所

二 百 九 十 八 号 市 川 市 国 分 六 丁 目 九 八 一 番 一 六 か ら 同 市 国 分 六 丁 目 九 五

八 番 三 ま で （ た だ し 、 関 係 図 面 に 表 示 す る 部 分 の み 。 ）

関 東 地 方 整 備 局 及 び 同 局 首

都 国 道 事 務 所

供 用 開 始 の 期 日 平 成 二 十 四 年 九 月 十 三 日

〇 近 畿 地 方 整 備 局 告 示 第 百 八 十 一 号

住 宅 の 品 質 確 保 の 促 進 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 八 十 一 号 ） 第 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 、

登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 か ら 評 価 員 の 氏 名 の 変 更 の 届 出 が あ っ た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 、 公 示

す る 。
平 成 二 十 四 年 九 月 十 三 日 近 畿 地 方 整 備 局 長 谷 本 光 司

一 登 録 番 号

近 畿 地 方 整 備 局 長 2
2

二 登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 の 氏 名 又 は 名 称

株 式 会 社 オ ー ネ ッ ク ス

〇 四 国 地 方 整 備 局 告 示 第 百 十 二 号

住 宅 の 品 質 確 保 の 促 進 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 八 十 一 号 ） 第 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 、

登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 か ら 評 価 員 の 氏 名 の 変 更 の 届 出 が あ っ た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 、 告 示

す る 。
平 成 二 十 四 年 九 月 十 三 日 四 国 地 方 整 備 局 長 川 Ä 正 彦

一 登 録 番 号

四 国 地 方 整 備 局 長 ３

二 登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 の 氏 名 又 は 名 称

株 式 会 社 愛 媛 建 築 住 宅 セ ン タ ー

〇 九 州 地 方 整 備 局 告 示 第 百 三 十 六 号

土 地 収 用 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 二 百 十 九 号 。

以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 十 条 の 規 定 に 基 づ き 事 業

の 認 定 を し た の で 、 法 第 二 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に

基 づ き 次 の と お り 告 示 す る 。

平 成 二 十 四 年 九 月 十 三 日

九 州 地 方 整 備 局 長 吉 崎 収

第１ 起業者の名称 九州電力株式会社
第２ 事業の種類 特別高圧送電線木佐木柳川線
保全事業

第３ 起業地
１ 収用の部分 なし
２ 使用の部分 福岡県柳川市三橋町百町字赤
太郎及び字幽谷、正行字久富並びに蒲船津字
井ノ口地内

第４ 事業の認定をした理由
申請に係る事業は、以下のとおり、法第20

条各号の要件をすべて充足すると判断される
ため、事業の認定をしたものである。
１ 法第20条第１号の要件への適合性
申請に係る事業は、福岡県三潴郡大木町大
字侍島地内の木佐木変電所から福岡県柳川市
横山町地内の柳川変電所までの亘長6•694›

の区間を全体計画区間とする「特別高圧送電
線木佐木柳川線保全事業」（以下「本件事業」
という。）のうち、上記の起業地に係る部分で
ある。
本件事業は、法第３条第17号に掲げる電気
事業法（昭和39年法律第170号）による一般
電気事業の用に供する電気工作物に関する事
業に該当する。
したがって、本件事業は、法第20条第１号
の要件を充足すると判断される。
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